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【要旨】 

本研究は公共事業において土壌・地下水汚染に遭遇した際、それらを管理・制御し、適切に建設工事を進める

手法の確立を目指すものである。平成21年度は、対象現場毎の有害物質の移行特性等を考慮した「サイト概念モ

デル」を構築し、土壌・地下水汚染による有害物質が周辺環境に及ぼす影響を評価する影響検討手法の検討を行

った。また、水流がある地盤条件下でのバイオレメディエーションにおける栄養塩の拡散状況に関する実験を実

施し、土質によってその拡散状況が異なることを確認した。   

キーワード：土壌・地下水汚染、サイト概念モデル、移流分散解析、バイオレメディエーション、小型土槽実験   

 

 

1．はじめに  

1.1 背景 

平成3年8月の土壌環境基準の設定、平成15年2月の

土壌汚染対策法（以下、「土対法」）の施行を経て、平成

22年4月には改正土対法が施行された。また、東京都や

大阪府、千葉県などの地方自治体においても、土壌汚染

に関する条例が数多く制定されてきている。 

土壌環境基準および法令の歩みに歩調を合わせるかの

ように、平成3年にはわずか40件だった土壌汚染の調査

は、土対法施行直後の平成15年度にはおよそ20倍の762

件、平成20年度にはさらにその倍の1,365件が実施され、

世の中の土壌汚染に対する関心の高まりが伺える。実際

に、これらの土壌汚染の調査が実施されたもののうち、

平成20年度は約半数の697件で基準を超過する土壌汚染

が顕在化している1)。 

特に建設工事における土壌・地下水汚染はその掘削面

積が大きく、対応が必要となる汚染土壌の量が多い。こ

の大量の汚染土壌を処分場へ搬出処分することについて

は処分場の逼迫により困難であり、浄化処理に関しても

コストや処理能力の制約から全ての汚染土壌へ適用する

ことは困難である。そこで、建設工事において現場毎に

想定される土壌・地下水汚染の影響を把握し、必要に応

じて封じ込め等の汚染拡散防止措置を実施するとともに、

モニタリングにより周辺への影響が顕在化していないこ

とを確認する影響検討手法や、原位置での効率的な浄化

処理技術が必要となっている。 

1.2 目的 

本研究は公共事業において土壌・地下水汚染に遭遇し

た際、それらを管理・制御し、適切に建設工事を進める

手法の確立を目指し、原位置汚染土壌浄化技術の一つで

あるバイオレメディエーション時の効率的な栄養塩供給

方法の検討および有害物質が周辺環境に及ぼす影響を適

切に評価する影響検討手法の検討を行うものである。 

平成20年度には小型土槽を使用し、バイオレメディエ

ーション時の栄養塩拡散状況を把握するための実験を行

った。その結果、栄養塩は土質、注入方法などによって

拡散状況が異なることが定性的に示された。 

平成21年度は、自然的原因により存在する重金属等が

周辺環境に及ぼす影響を検討する際の「サイト概念モデ

ル」に基づく影響検討手法の検討を行い、「建設工事にお

ける自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュア

ル（暫定版）」に反映させた。本報では、その「サイト概

念モデル」に基づく影響検討とそれに用いる影響予測ソ

フトウェアの一つである「1DTRANSU」に関して、対応の

流れとともに説明する。併せて、昨年度に引き続き、バ

イオレメディエーションによる対策の実施を円滑に進め

るため、水流がある地盤条件下における栄養塩の拡散状

況を把握する目的で行った小型土槽実験結果を報告する。 

 

2．サイト概念モデルに基づく影響検討 

2.1 土壌汚染対応の流れ 

建設工事において土壌汚染に遭遇した場合の対応とし

ては、一般的に図1のような対応をとる。本研究の対象

とした影響検討は「サイト概念モデルの構築」と「影響

評価の実施」により構成される。以下に、それぞれの過

程における詳細について記す。 
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  ※ 溶出試験、資料調査結果などから構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 サイト概念モデルの構築 

2.2.1 サイト概念モデルとは 

サイト概念モデルとは、建設工事において現場毎に想

定される土壌・地下水汚染の影響を明確にし、対応方針、

現地調査計画の立案、影響評価の実施、対策の選定・設

計を、効果的かつ効率的に実施するために構築するモデ

ルである。具体的には土壌・地下水汚染の発生源から敷

地境界や保全対象までの距離・摂取経路（周辺状況）、周

辺地盤における有害物質の吸着特性・地下水の流れ（周

辺地盤）などの現場毎の特性を考慮し、構築する。 

サイト概念モデルには、対応方針、現地調査計画の立

案に活用される「初期サイト概念モデル（図2）」と、影

響評価の実施、対策の選定・設計に活用される「サイト

概念モデル（図3）」の二種類がある。初期サイト概念モ

デルは既存の資料調査などによる対象地域の地形・地質、

水理特性・水質、土地利用履歴や発生源の有害物質の含

有量・溶出試験結果等の情報をもとに、周辺環境への影

響を想定し、現地調査計画の立案に活用される。サイト

概念モデルは、さらに現地調査などによる発生源および

摂取経路における有害物質の土壌への吸着特性、表流水

や地下水の詳細な情報を加え、想定される周辺環境への 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

影響を明確にし、影響評価の実施、対策の選定・設計に

活用される。 

2.2.2 初期サイト概念モデルの構築 

 初期サイト概念モデルは具体的に以下の手順で構築す

る。 

①発生源調査（概略） 

 発生源における有害物質の含有量あるいは溶出量を溶

出試験等から把握する。 

②周辺状況調査 

 発生源調査（概略）の結果、土壌溶出量基準・土壌含

有量基準を超過する場合に周辺状況の調査を実施する。

周辺状況調査にあたっては、摂取経路を推定するため、

敷地境界、飲用井戸など保全対象の位置、地下水までの

距離、一般人の立ち入り可能性などを資料調査などによ

り把握する。 

③初期サイト概念モデルの構築 

 発生源調査（概略）、周辺状況調査の結果をもとに、図

2 に示すように発生源の有害物質の含有量・溶出量、摂

取経路、保全対象の位置・距離等を考慮した初期サイト

概念モデルを構築する。 

④対応方針および現地調査計画の立案 

構築した初期サイト概念モデルを参考に、対応方針を

図1 土壌汚染への対応フロー 
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図2 初期サイト概念モデルの例 
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※ 初期サイト概念モデルを参考に現地調査を実施し構築 
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図3 サイト概念モデルの例 
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検討し、必要となる調査範囲の絞り込み等を行い、発生

源調査（詳細）と周辺地盤調査からなる現地調査の計画

を立案する。 

2.2.3 サイト概念モデルの構築 

サイト概念モデルは初期サイト概念モデルを高精度化

したもので、具体的に以下の手順で構築する。 

①発生源調査（詳細） 

 初期サイト概念モデルの構築の段階における発生源調

査（概略）と同様に有害物質の含有量、溶出量を溶出試

験等により把握する。ただし有害物質の移行特性を含め、

より多くの地点から採取した試料での溶出試験等の結果

を反映し、より詳細な発生源の特性および空間分布を把

握する。 

②周辺地盤調査 

 周辺地盤における地下水流速、流向等の地下水流況、

および周辺土壌の物理特性と有害物質の吸着特性等は、

有害物質の移流・分散を支配するため、それらの空間分

布を含めて把握する。 

③判定基準設定 

 地下水の摂取経路については、敷地境界もしくは保全

対象のうち発生源により近傍の位置を評価地点とし、環

境基準値に基づき地下水の有害物質濃度の判定基準を設

定する。また、地下水の流況や帯水層の状況などから、

必要に応じてモニタリング井戸を設け評価地点の補完を

行う。なお直接摂取については、発生源調査（詳細）の

結果から、土壌含有量基準に基づき判定基準を設定する。 

⑤サイト概念モデルの構築 

現地調査における発生源調査（詳細）、周辺地盤調査の

結果をもとに、図3に示すように有害物質の含有量・溶

出量、周辺土壌の物理特性と吸着特性、および地下水の

流況とそれらの空間分布、実施する対策を考慮し、初期

サイト概念モデルを高精度化したサイト概念モデルを構

築する。このサイト概念モデルに基づき影響評価を実施

する。 

2.3 影響評価の実施 

2.3.1 影響評価とは 

構築したサイト概念モデルを用いて、有害物質が敷地境

界や保全対象近傍に達する場合の地下水の有害物質濃度

を移流分散解析等により求め、判定基準と比較することで、

定量的な影響評価を実施する。この際、評価期間は 100

年間を目安とする2）。なお、この定量的な影響評価の実施

は、リスクコミュニケーションの際に使用するツールとし

ても期待される。 

影響評価には比較的簡易なサイト概念モデルを活用し

一次元解析等を実施する「標準モデル（レベル1）による

影響評価」と、詳細なサイト概念モデルを活用し多次元解

析等を実施する「詳細モデル（レベル2）による影響評価」

がある。これらの影響評価に基づき対策の設計を行う。 

2.3.2 標準モデル（レベル1）による影響評価 

標準モデル（レベル 1）による影響評価は、現地調査

によって取得した現地のパラメータを利用し、一次元の

移流分散解析等を実施する。解析を実施する測線の選定

にあたっては現場毎の地下水流況、保全対象位置、想定

される影響等を考慮することが必要となる。 

本研究では、西垣らが提案した手法 3)に基づき、かつ

現場で事務所職員が使うことを前提とした簡易な影響予

測ソフトウェア1DTRANSUの整備を行った。移流分散解析

は、理論解自体はエクセルのような表計算シートを使っ

て計算することができるが、地下水の実流速、遅延係数、

分散係数など、幅広い専門分野の知識が必要なパラメー

タを設定する必要がある。式（1）にその一次元移流分散

方程式を示す。 
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（1） 

 
C：地下水への溶出濃度 [mg/L]、D：拡散係数 [cm2/秒]、k：一

次減衰係数 [1/秒]、v：間隙内地下水平均流速 [cm/秒]、x：発

生源からの距離 [cm]、t：時間 [秒] 

1DTRANSUの整備にあたっては、有害物質移行のシナリ

オを単純化してイメージを分かり易くすること、計算量

を少なくして計算時間を短くすること、データ入力の手

間や少ない調査で概略の計算ができることを主眼とした。 

有害物質は一次元の移流分散方程式に従い、地表から

の降雨浸透に伴い地下水面まで不飽和帯を鉛直下降し、

地下水に達した後は帯水層を水平方向に移動する、とい

った仮定を設定している。 

 また、発生源の条件設定に関しては、常に発生源から

濃度一定で溶出するという安全側の設定が基本となる。 

1DTRANSU の計算手順を図 4 に示す。ここで、入力する

データは①汚染物質の種類、②汚染土総量、③汚染土範囲

の面積、④発生源からの溶出量、⑤帯水層のパラメータ（透

水係数、間隙率、乾燥密度、分配係数、遅延係数）、⑥発

生源から敷地境界までの距離、⑦発生源の地下水位、⑧敷

地境界の地下水位、⑨年間降水量、⑩降雨浸透率、⑪地表

から地下水面までの距離、となる。また計算時に遅延係数

による影響を考慮する、しないも選択可能である。なお、

⑤の値が調査結果として得られていない場合は、帯水層の

種類（砂、シルト等）を入力することで参考値が自動的に 
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表1 帯水層関連参考値4)   

鉛直下降用
 データ生成

鉛直下降1次元
 （不飽和帯）

移流分散解析

 地下水位での
 時間－濃度変化抽出

水平移動用
 データ生成

水平1次元
 （飽和）

移流分散解析

敷地境界
 時間－濃度変化

100年後濃度分布

計算結果表示

START

END

 データ入力

  
帯水層種類 透水係数(cm/sec) 乾燥密度(g/cm3) 間隙率(-) 

  礫 5×10-1 1.6 0.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設定され、概略の計算ができるようにもなっている。表1、

表2にその参考値を示す。 

2.3.3 詳細モデル（レベル2）による影響評価 

詳細モデル（レベル2）による影響評価は、標準モデル

（レベル1）に基づいて設計した対策が現場条件に適合し

ない時などに、より詳細な現地調査によって取得した現地

パラメータを使用し、多次元の移流分散解析等 3),8)（図5

参照）を実施する。 

2.4 留意事項 

 サイト概念モデルに基づく影響検討を実施する際は、モ

ニタリングを併用し、その不確実性を担保することが必須

となる。また、モニタリングの結果に応じて調査の追加や

パラメータの再設定を含むサイト概念モデルの修正等を

適宜行い、影響検討の不確実性を可能な限り排除する。そ

の結果新たな対策の必要性が生じた場合は適切な対応を

検討する。 

2.5 今後の課題 

 今後、サイト概念モデルに基づく影響検討を活用して

いく上で、模型実験や現場の実際のモニタリングデータ

を基に影響予測の精度を高めていくことが重要である。 

 

3. バイオレメディエーション時の栄養塩供給方法の 

検討 

3.1 概要 

汚染土壌の原位置浄化技術の一つにバイオレメディエ

ーションがある。土壌中の微生物を活性化させるために 

 砂 5×10-2 1.6 0.4 

 シルト質砂 5×10-3 1.6 0.4 

 関東ローム 5×10-3 0.74 0.5 

 
シルト 5×10-4 1.3 0.5 

 
粘土 5×10-5 1.6 0.5 

 

 

 

 

      層種類 

汚染物  
礫 砂 シルト質砂 関東ローム シルト 粘土 

表2 分配係数参考値(L / kg)5),6),7) 

帯水

質

 
カドミウム 180 180 180 180 180 180 

クロム（Ⅵ） 8.4 8.4 8.4 8.4 3.4 3.4 

 セレン（Ⅵ） 1.47 1.47 4.1 4.1 4.1 4.1 

 鉛 347 347 347 6,462 581 581 

 
砒素（Ⅴ） 2 2 2 2 2 2 

 
ふっ素 0 0 0 0 0 0 

 
ほう素 0 0 0 0 0 0 

図4 計算手順  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図5 Dtransu-3D・ELの計算例 

 

使用する栄養塩の地盤中での拡散状況については未解明

な部分が多く、より効率的な栄養塩の供給方法が望まれ

ている。 

平成 20 年度に小型土槽を用いて間隙水の流動がほと

んどない条件の下、飽和地盤に栄養塩を注入した際の拡

散状況を調べている9)。引き続き平成21年度は、小型土

槽を用いて地盤内に水頭差を与え、水流がある条件下で

栄養塩の拡散状況を把握する実験を実施した。 

3.2 実験方法 

工業用珪砂5号、茨城県美浦町で採取された山砂（以

下美浦砂と称する）を用い、水締めにより、図6に示す

ような模型地盤を作製した。用いた試料の各物性値等は

表3の通りである。栄養塩の供給方法は、模型地盤に設

けた注入孔（図中 A）を遮水した上で注入孔内の水（約 

 4



8.4  土壌・地下水汚染の管理・制御技術に関する研究 

 
メッシュ状のパイプに 

表3 使用試料の物性値等  

 
不織布を巻いたもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

350ml）を抜き取り、栄養塩濃度10%の溶液（約350ml）

で置換する方法とした。栄養塩注入後は、所定時間経過

後に、模型地盤内に設けた4箇所の採水孔および注入孔

の計5箇所にて電気伝導率（EC）、pH、酸化還元電位（ORP）

を各電極を挿入することで測定し、同時に全有機炭素

（TOC）分析用検液を各孔より20mlずつ採水し分析に供

した。なお計測深さ、採水深さは25cmで統一している。 

3.3 実験結果 

表4は5種の栄養塩濃度に対して実施した各測定項目

の値を整理したものである。これより各々栄養塩濃度に

対して相関が見られるが、TOC が一番良い相関がある。

ここで、TOCを栄養塩濃度の代表指標とする。 

 図7（a）、（b）は美浦砂と珪砂5号の模型地盤の各孔

における経過時間とTOCの関係である。図より美浦砂の

模型地盤では経過時間とともに注入孔の栄養塩濃度が低

下していき、それに応じて注入孔に近い採水孔からピー

ク濃度が現れているのがわかる。 

一方、珪砂5号の模型地盤では、1日後には注入孔に栄

養塩は残っておらず、採水孔B、C、Dでも時間が経過し

ても栄養塩はほぼ検出されないという結果となった。し

かし水の流れる方向に対して法線方向にずれた位置に存

在する採水孔Eで3日後に栄養塩が検出されている。こ

れは単に注入孔からの距離によるものか、もしくは他に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要因があるのかは更なる考察が必要である。 

図8は注入孔からの栄養塩の広がりを視覚的に捉える

ために、先の結果を基に濃度変化をコンタ図で示したも

のである。この図より、栄養塩が時間とともに薄まりな

がら水流方向に進んでいるが、美浦砂と珪砂5号では明

らかにその速度が異なる様相が確認できる。両試料の透

水係数の違いが影響している可能性が高いが、今後水み

ちの発生などその他の要因も含めて移流分散解析等によ

り検証していく予定である。 

3.4 まとめ 

透水係数が異なる土質で栄養塩の拡散状況を実験的に

調べた。今後は実験結果に関して詳細な考察を進めると

ともに、これら実験結果をフィードバックさせた移流分

散解析を実施し、移流分散解析を活用した効率的な栄養

塩の供給方法を検討していく。 

 

5. まとめと今後の課題 

 環境問題への関心が高まる昨今においては、有害物質

の影響検討をする際には、科学的根拠に基づいた定量的

な予測が重要と考える。そこで本研究ではサイト概念モ

デルに基づく影響検討手法を提示し、同時に、現場で事

務所職員が利用可能な移流分散解析ソフト（1DTRANSU）

の整備を行った。これらを活用していく上では、模型実

験や現場の観測データをもとにパラメータの設定方法の 

C D B A 

図6 地下水流を想定した模型地盤の模式図 

採水孔 

５０cm 

珪砂５号 美浦砂

土粒子の密度 g/cm
3 2.651 2.705

均等係数 － 1.802 19.938
50%粒径 mm 0.506 0.138
液性限界 % N.P. N.P.
塑性限界 % N.P. N.P.
懸濁液のpH － 6.56 6.95
懸濁液のEC（電気伝導率） mS/m 1.77 10.5
TOC（全有機炭素） % 0.003 0.016
懸濁液のORP（酸化還元電位） mV 236 220

透水係数
※ m/s 3.9×10

-4
6.9×10

-6

試料名
試験項目 単位

内径３cm 

４cm 関東ローム 

注入孔 

５cm 

１００cm 

５cm 

７０cm 

穴あき平板にナイロンメッシュ 切梁を模した 

２cm 

試
料
土 

※模型地盤内の流量と水頭差より、ダルシー則に従い算出 

表4 栄養塩濃度と各測定値 
１５cm ２０cm ２０cm １５cm ２０cm 

E 

を取り付けたもの もの 

２０cm 

栄 TOC EC pH ORP 養塩添加量

％ mg/L mS/m - mV 

10  37000 3980 7.26 137 

1  3700 592 7.14 199 

0.1  320 63.4 6.32 242 

0.01  31 8.77 6.17 285 

0.001  4 2.47 6.31 312 

栄養塩濃度 
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検討を行い、影響検討の精度を高めていくことが重要で

ある。 

また、水流がある条件での栄養塩拡散状況を把握する

ための小型土槽実験により、地盤の透水係数によりその

拡散状況が異なることがわかった。今後はこれらの実験

結果の検証および本結果をフィードバックさせた移流分

散解析を実施し、移流分散解析を活用した効率的な栄養

塩供給方法を検討していく。 

上記の検討を進めるとともに、本研究で得られた成果

は、今後の「建設工事で遭遇する地盤汚染対応マニュア

ル（暫定版）」の改訂の中で反映させる予定である。 
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